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【課題】個 々に特性の異 な る外部 ス トレー ジに対 して効率 的 に書 き込み を行 うことので きる電子装置 を
提供す る ことを課題 とす る。 【解決手段】外部 ス トレー ジに対 して書 き込み を行 う電子装置 で あって、
接続 され て い る外部 ス トレー ジに対 して大 き さを変化 させ なが らテス トデー タを送 信 し、書 き込み ス
ルー プ ッ ト試験 を行 う試験部 と、試験部 で得 られ た最速 スルー プ ッ ト値 に応 じた最適 デー タサ イズ値 を
保持 す る保 持部 と、保 持 され た最 適 デー タサ イ ズ値単 位 で外 部 ス トレー ジにデー タ出力 を行 う出力部
と、 を有す る電子装置 を提供す る。



明 細 書

発明の名称 ：電子装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、録画データなどを外部ス トレ一ジに対 して書き込むにあたり、

効率的に書き込みを行い得る電子装置に関する。

背景技術

[0002] これまでテレビ放送の録画といえば、録画対象を特定して行っていた。と

ころが、近年記憶装置の大容量化などにともない、テレビ放送の録画の態様

が変わってきている。例えば、一日分の放送を複数チャンネルにわたりすベ

て録画 しておき、ユーザは録画された番組をさかのぼって視聴するというも

のである。このような録画の態様においては、継続 して受信される放送デ一

タに対 して遅れることのないように記憶装置に対 し絶えず書込んでいかなけ

ればならない。そこで、記憶装置に対する書き込みを高効率に行うことが求

められる。

[0003] 例えば、特許文献 1 には、録画用のス トレ一ジを 2 つ用意 し、一のス トレ

—ジに対 しては映像音声のデータのみを書き込み、もう一方のス 卜レ一ジに

対 しては映像音声のデータ以外の付加情報を書き込むことにより、録画を効

率的に行うシステムが提案されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 2 _ 2 0 9 1 7 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] しかし、特許文献 1 のシステムにおいては、予め用意され特定されたス ト

レージに対する書き込み効率を高めることができるが、例えば、不特定の外

部ス 卜レ一ジを任意に接続 し得るテレビジョン受信装置などにおいては、個

々に特性の異なる外部ス トレ一ジにおける書き込み効率を高めることはでき



ない。そこで、本発明では、個々に特性の異なる外部ス トレ一ジに対 して効

率的に書き込みを行うことのできる電子装置を提供することを課題とする。

課題を解決するための手段

[0006] 上記課題を解決するための手段として、以下の発明などを提供する。すな

わち、第一の発明として、外部ス トレ一ジに対 して書き込みを行う電子装置

であって、接続されている外部ス 卜レ一ジに対 して大きさを変化させながら

テス トデータを送信 し、書き込みスル一プット試験を行う試験部と、試験部

で得 られた最速スループット値に応 じた最適データサイズ値を保持する保持

部と、保持された最適データサイズ値単位で外部ス トレージにデータ出力を

行う出力部と、を有する電子装置を提供する。

[0007] 第二の発明として、前記出力部は、外部ス トレージに対 して送信すべきデ

—タをバッファするバッファ手段と、前記バッファ手段にてバッファされて

いるデ一タ総量が、最適デ一タサイズ値の整数倍以上存在するかを判定する

判定手段と、前記判定手段での判定結果が整数倍以上存在するとの判定結果

の場合に、前記バッファ手段にバッファされているデータのうち、最適デ一

タサイズ値の整数倍のサイズにて外部ス 卜レ一ジへ出力する整数倍出力手段

と、を有する第一の発明に記載の電子装置を提供する。

[0008] 第三の発明として、前記保持部は、最適データサイズ値と、その最適デ一

タサイズ値が得 られた外部ス 卜レ一ジを識別するためのス 卜レ一ジ識別子と

、を関連付けて保持するス トレ一ジ別最適データサイズ値保持手段を有 し、

前記出力部は、データを出力可能な外部ス 卜レ一ジのス 卜レ一ジ識別子を取

得するス トレ一ジ識別子取得手段と、ス トレ一ジ識別子取得手段で取得 した

ス トレ一ジ識別子と関連付けられている最適データサイズ値を取得するス 卜

レージ別最適データサイズ値取得手段と、を有する第一又は第二の発明に記

載の電子装置を提供する。

[0009] 第四の発明として、前記保持部は、試験部で得 られた最速スル一プット値

を、その値が得 られた外部ス 卜レ一ジのス 卜レ一ジ識別子と関連付けて保持

するス トレ一ジ別スル一プット値保持手段を有 し、前記試験部は、試験によ



り得 られた最速 スル ー プッ 卜値 と、前記 ス トレー ジ別 スル ー プッ 卜値保持手

段 に保持 され るその外部 ス トレ一ジの最速 スル一 プッ 卜の値 と、 を比較 する

比較手段 を、有 する第三の発明に記載 の電子装置 を提供 する。

[001 0] 第五 の発明 と して、第一の発明か ら第四の発明に記載 の電子装置 を含むテ

レビジ ョン受信装置 を提供 する。

[001 1] 第六の発明 と して、外部 ス トレ一ジに対 して書 き込み を行 う電子装置の動

作方法であ って、接続 されている外部 ス 卜レ一ジに対 して大 きさを変化 させ

なが らテ ス トデータを送信 し、書 き込み スル ー プッ 卜試験 を行 う試験 ス テ ツ

プと、試験 ステ ップで得 られた最速 スルー プッ 卜値 に応 じた最適データサイ

ズ値 を取得 する取得 ステ ツプと、取得 ステ ツプにて取得 された最適データサ

ィズ値単位 で外部 ス トレ一ジにデータ出力 を行 う出力ステ ップと、 を含む電

子装置の動作方法 を提供 する。

[001 2] 第七 の発明 と して、外部 ス トレ一ジに対 して書 き込み を行 う電子装置 を動

作 させ るプログラムであ って、接続 されている外部 ス 卜レ一ジに対 して大 き

さを変化 させなが らテス トデータを送信 し、書 き込み スル ー プッ 卜試験 を行

う試験 ステ ップと、試験 ステ ップで得 られた最速 スル ー プッ 卜値 に応 じた最

適データサイズ値 を取得 する取得 ステ ツプと、取得 ステ ツプにて取得 された

最適データサイズ値単位 で外部 ス 卜レージにデータ出力 を行 う出力ステ ップ

と、 を計算機 に実行 させ るプログラムを提供 する。

[001 3] 第八 の発明 と して、第七の発明に記載 の プログラムを記憶 した記録媒体 を

提供 する。

発明の効果

[0014] 本発 明 によ り、外部 ス トレ一ジに対する書 き込みサイズを最適化すること

によ り、書 き込みスルー プッ 卜を高め ることが可能 となる。

図面の簡単な説明

[001 5] [ 図 1] 実施形態 1 に係 る電子装置の機能 プロックの一例 を示す図

[ 図2] 試験部 における書 き込み スル 一 プッ ト試験 の概念 を表 した図

[ 図3] 実施形態 1 に係 る電子装置のハー ドウ エア構成 の一例 を表 す図



[ 図 4 ] 実施形態 1 に係 る電子装置 における処理 の流れの一例 を示 す フローチ ヤ

一 卜

[ 図5] 実施形態 2 に係 る電子装置 の機 能 プロックの一例 を示 す図

[ 図6] 従 来技術 における外部 ス 卜レ一ジへ のデー タ出力の動作 を表 す概 念 図

[ 図7] 実施形態 2 おける外部 ス トレ一ジへ のデー タ出力の動作 を表 す概 念 図

[ 図8] 実施形態 2 に係 る電子装置 における処理 の流れの一例 を示 す フローチ ヤ

一 卜

[ 図9] 実施形態 3 に係 る電子装置 の機 能 プロックの一例 を示 す図

[ 図 10] ス トレ一ジ識別子 と最適デ一 タサ イズ値 とを関連付 けたテ一 プル を示

す概 念 図

[ 図 11] 実施形態 4 に係 る電子装置 の機 能 プロックの一例 を示 す図

発明を実施するための形態

[001 6] 以 下、本発 明の実施 の形態 について説 明す る。 なお、本発 明は、 これ らの

実施形態 に何 ら限定 され るべ きものではな く、 その要 旨を逸脱 しない範 囲 に

おいて、種 々な る態様 で実施 し得 る。

[001 7] 実施形態 1 は、 主 に請求項 1 、 5 、 6 、 7 、 8 について説 明す る。実施形

態 2 は、 主 に請求項 2 、 5 について説 明す る。実施形態 3 は主 に請求項 3 、

5 について説 明す る。実施形態 4 は、 主 に請求項 4 、 5 について説 明す る。

< 実施形態 1 >

< 実施形態 1 概 要 >

[001 8] 本 実施形態 は、接続 されている外部 ス トレ一ジに対 してテ ス トデー タの大

きさを変 えなが ら書 き込みの試験 を行 うことで、 その外部 ス 卜レ一ジにおい

て最 もスル ー プ ッ 卜の高 いデー タサ イズを得 る。得 られた最適 なデー タサ イ

ズ単位 で外部 ス 卜レージに対 してデー タの出力 を行 うことで最 も効率 的 に外

部 ス 卜レ一ジに対 す る書 き込み を行 うことが可能 とな る。

< 実施形態 1 構成 >

[001 9] 本 実施形態 の電子装置 の機 能 プロックの一例 を図 1 に示 す。 電子装置 0 1

0 0 は、試験部 0 1 0 1 と、保持部 0 1 0 2 と、 出力部 0 1 0 3 とを有 し、



外部ス トレ一ジ 0 1 1 0 と接続可能に構成 されている。

[0020] ここで、本装置の機能 プロックは、ハー ドウェア、 ソフ トウェア、 または

ハ 一 ドウエアおよびソフ 卜ウェアの両方 と して実現 され得 る。具体的には、

コンピュータを利用するものであれば、 C P U 々 R A M、バス、あるいは補

助記憶装置 （不揮発性 メモ リ、 メモ リカー ドなどの記憶 メデ ィアとそれ らメ

デ ィアの リーダライタなど）、表示装置、その他の外部周辺装置などのハ 一

ドウエア構成部やその外部周辺機器用の I / 0 ポ一 卜、それ らハ 一 ドウエア

を制御するための ドライバ プログラムやその他 アプ リケーシ ョンプログラム

、情報入力に利用されるユーザィンタ一フェイスなどが挙げられる。

[0021 ] また、 これ らハー ドウェアやソフ トウェアは、 R A M上に展開 したプログ

ラムをC P U で演算処理 した り、 メモ リゃハ一 ドデ ィスク上に保持されてい

るデータや、インタ一フェイスを介 して入力されたデータなどを加工、蓄積

、出力処理 した り、あるいは各ハー ドウェア構成部の制御 を行 った りするた

めに利用される。 また、 この発明は装置 と して実現できるのみでな く、方法

と しても実現可能である。 また、 このような発明の一部 をソフ トウェアと し

て構成することができる。 さらに、そのようなソフ トウェアをコンピュータ

に実行させるために用いるソフ 卜ウェア製品、および同製品を記憶媒体に固

定 した記憶媒体も、当然にこの発明の技術的な範囲に含 まれる （本明細書の

全体を通 じて同様である）。

[0022] 電子装置 0 1 0 0 は、外部ス トレ一ジに対 して書 き込みを行 うものであ り

、例えば、テ レビジ ョン受信装置や、 H D D (ハー ドデ ィスク ドライブ） レ

コ一ダなどの映像記録装置や 《一ソナル コンピュータなどと して具現 され、

または、当該電子装置を含むテ レビジ ョン受信装置や映像記録装置、パーソ

ナル コンピュータなどと して具現 されてもよい。

[0023] 外部ス トレ一ジ 0 1 1 0 は、 H D D やフラッシュメモ リなどの記憶媒体を

備えるデータ記憶可能な装置である。 「外部」 とは、電子装置 との関係 にお

いて外部であるということを示す。なお、外部ス トレ一ジとの接続は、有線

、無線のいずれであるかを限定するものではない。



[0024] 試験部 0 1 0 1 は、接続されている外部ス トレ一ジに対 して大きさを変化

させながらテス トデータを送信 し、書き込みスループッ卜試験を行う機能を

有する。上述 したようなス トレ一ジは、データを記録する際に特定のプロッ

クサイズごとに処理を行う。 したがって、プロックサイズと書き込むデータ

サイズにより処理速度が変わることがある。

[0025] このようなス トレ一ジの性質により、データサイズに応 じて書き込み速度

が異なることが知られている。例えば、あるス トレ一ジについては、 5 0 K

B (キロバイ ト）よりも6 0 K B で書き込みを行う方が速いといったことが

生 じる。そこで、データサイズの大きさを変化させながら書き込み速度の試

験を行う。このデータサイズの大きさは、 1 回の書き込み処理乃至 1 セッ卜

の書き込み処理にて処理可能なサイズを想定 して設定する。

[0026] 図 2 は、試験部における書き込みスループット試験の概念を表 した図であ

る。まず、サイズ 5 のテス トデータを用いて外部ス トレ一ジに対 して書き込

みを行い、書き込みが完了するまでの時間を計測する0 2 0 1。この計測は

、例えば、書き込みを行うために実行される関数を監視 し、その関数の開始

から終了までの時間を書き込み完了までの時間として計測することができる

。そして、サイズ 1 0 での試験 0 2 0 2 、サイズ 1 5 での試験 0 2 0 3 とい

つたように、テス トデータのサイズを変えながら試験を行う。最も速い書き

込み速度が得 られたテス 卜データのサイズが、最適データサイズ値となる。

最適データサイズ値が得 られるまでにテス 卜した各テス 卜データの大きさと

そのときの書き込み速度とを保持するようにしてもよい。また、電子装置に

おける記憶装置の容量などによっては、最適デ一タサイズ値が得 られた段階

で、それまでの各テス 卜データ及びそのときの書き込み速度などを削除ない

し消去するように構成 してもよい。なお、サイズ 5 、サイズ 1 0 、サイズ 1

5 などの記述は、データサイズが相対的に異なることを説明するために用い

たもので、大きさを表す特定の単位におけるサイズを指 し示すものではない

。なお、テス トデータの大きさの変化は、例えば、試験開始早々の段階では

、その大きさを大きく変化させ、除除に変化を小さくさせながら最適データ



サイズ値に近づくようにしてもよい。

[0027] テス トデータは、外部ス トレ一ジの用途に応 じたものとしてもよい。例え

ば、主な記録対象が音楽データである場合には、テス トデータのデータバタ

—ンなどを、音楽データが特徴的に有 し得るパターンなどを含ませて構成す

る。実際に書き込みが行われるデータとの共通性や類似性などを有するテス

卜データを用いることで、実際の書き込みに則 した試験結果を得ることが可

能となる。

[0028] 保持部 0 1 0 2 は、試験部で得られた最速スル一プッ卜値に応 じた最適デ

—タサイズ値を保持する機能を有する。上述 した試験の結果、サイズ 1 5 で

書き込みを行った場合が最も速いものである場合に、そのときの書き込み速

度を最速スループッ卜値といい、また、その最速スループッ卜値が得られた

サイズ 1 5 を最適データサイズ値という。

[0029] 出力部 0 1 0 3 は、保持された最適データサイズ値単位で外部ス トレージ

にデータ出力を行う機能を有する。例えば、最適データサイズがサイズ 1 5

である場合には、受信する放送データを、サイズ 1 5 単位毎に外部ス トレ一

ジに対 して出力する。

[0030] 従来のデータ出力は、例えば、 1秒毎といった時間間隔に基づいて外部ス

トレ一ジに対する書き込みを行っていた。 したがって、放送波のビットレ一

卜の変動に伴い書き込まれるデータサイズはまちまちとなり、効率的な書き

込みが行われない。一方、本実施形態においては、最適データサイズ値単位

で出力することにより、外部ス トレ一ジにおいて常に最速スループッ卜値が

得られるデータサイズにて書き込みが行われることになるため、放送デ一タ

の記録をその外部ス 卜レ一ジにおいて最も効率的に行うことができる。

[0031 ] また、最速スル一プット値に基づいて、ファイルなどを記録する際に記録

完了までに予想される所要時間を表示等するように構成 してもよい。このと

き、予想 した所要時間に対 して、実際の記録に要する時間が所定値以上にか

かっている場合には、警告を発 したり、他の外部ス トレ一ジに記録先を変更

するなどしてもよい。



[0032] スループッ卜試験の実行は、ユーザによる指示入力のほか、電子装置の起

動時や外部ス 卜レ一ジの接続時などに行ったり、所定のィンタ一バルにて間

欠的に行なったり、あるいは、外部ス トレ一ジとのインタ一フェイスに変化

が生 じた場合にその変化を検出して行ったりしてもよい。また、電子装置が

スタンバイ状態やアイ ドル状態にあるときや、夜中の時間帯に行われるよう

にしてもよい。スループット試験を間欠的に行うように構成することで、累

積的に得 られる試験結果の変動から故障などを検出することができる。この

ような故障などを検出した場合には、警告を発 したり、あるいは、他の外部

ス 卜レ一ジが接続されている場合には、故障が疑われる外部ス 卜レ一ジに記

憶されているデータのすべてを、他の外部ス トレ一ジゃネッ卜ワークを介 し

てクラウ ドに記録させるように構成 してもよい。

< 実施形態 1 ハー ドウエア構成>

[0033] 図 3 は、本実施形態の電子装置の上記機能的構成をハ一 ドウエアとして実

現 した際の一例を表す図である。

[0034] 図 3 に示すように電子装置は、各種演算処理を実行 し、試験部や出力部を

実現するためのC P U 0 3 0 1 及び主メモリ0 3 0 2 を有する。また、テス

卜デ一タゃ最速スル一プッ卜値、最適データサイズ値などを保持する記憶装

置 0 3 0 3 や、外部ス トレ一ジとの接続を実現するための I / 0 (インプッ

卜/ アウ トプット） 0 3 0 4 などを有する。また、図示 しないが放送波を受

信するためのチューナや通信インタ一フェイスなどを有する。そして、それ

らがシステムバス0 3 0 5 などのデータ通信経路により相互に接続され、情

報の送受信や処理などを行う。

[0035] また、主メモリにはプログラムが読み出され、C P U は読み出された当該

プログラムを参照 し、プログラムで示される手順に従い各種演算処理を実行

する。また、主メモリや記憶装置にはそれぞれ複数のア ドレスが割り当てら

れており、C P Uの演算処理においては、そのア ドレスを特定 し格納されて

いるデータにアクセスすることで、データを用いた演算処理を行うことが可

能となっている。



[0036] 電子装置において、 C P U は試験 プログラムを実行 し、テス トデータを I

/ 0 を介 して送信する。そ して、接続されている外部ス トレ一ジにおける最

適データサイズを取得する。取得された最適データサイズ値は記憶装置に格

納される。続いて、出力プログラムを実行 し、受信 した放送データを最適デ

—タサイズ値単位で出力する。

< 実施形態 1 処理の流れ>

[0037] 図 4 は、本実施形態の電子装置における処理の流れの一例を示すフローチ

ャ一 卜である。なお、以下に示すステ ップは、上記のような計算機の各ハ一

ドウエア構成よつて実行されるステ ツプであってもよい し、媒体に記録され

計算機 を制御するためのプログラムを構成する処理ステ ップであってもよい

[0038] 図 4 に示すように、 まず、ステ ップS 0 4 0 1 と して外部ス トレ一ジに対

して書 き込みスループッ ト試験を実行する。そ して、ステ ップS 0 4 0 2 と

して実行 した試験か ら最適データサイズ値を取得する。そ して、ステ ップS

0 4 0 3 と して取得 した最適データサイズ値単位でデータを出力する。

< 実施形態 1 効果>

[0039] 本実施形態の電子装置により、接続される外部ス トレ一ジにおける最速の

書 き込み処理が行われることで、高効率なデータ記録を行 うことができる。

< 実施形態 2 >

< 実施形態 2 概要>

[0040] 本実施形態の電子装置は、外部ス トレ一ジに対 して送信すべ きデ一タをバ

ッファしておき、最適デ一タサイズ値で送信できるまでバ ッファにデ一タを

ためてお くことで、常に最適データサイズ値でデータを出力 してお くことが

できるものである。

< 実施形態 2 構成>

[0041 ] 本実施形態に係る電子装置の機能的プロックの一例を図 5 に示す。電子装

置 0 5 0 0 は、実施形態 1 を基本 とし、 とくに出力部 0 5 0 3 が、ノくッファ

手段 0 5 0 4 と、判定手段 0 5 0 5 と、整数倍出力手段 0 5 0 6 とを有する



ものである。試験部 0 5 0 及び保持部 0 5 0 2 については、実施形態 1 に

おけるものと同様であるため、ここでの説明は省略する。

[0042] バッファ手段 0 5 0 4 は、外部ス トレ一ジ0 5 1 0 に対 して送信すべきデ

—タをバ ッファする機能を有する。バ ッファ手段は、例えば、主メモ リや記

憶装置などに送信すべきデータを一時的に格納することにより実現すること

ができ、受信などしたデータを当該格納領域に順次格納する。

[0043] 判定手段 0 5 0 5 は、バッファ手段にてバッファされているデータ総量が

、最適データサイズ値の整数倍以上存在するかを判定する。例えば、最適デ

—タサイズ値がサイズ 1 5 であるときに、バッファ手段にてバッファされて

いるデータ総量がサイズ 9 である場合には、上記判定の条件を満たさないが

、データ総量がサイズ 2 0 である場合には、最適データサイズ値であるサイ

ズ 1 5 の 1倍の値を超えているので、判定の条件を満たすことになる。

[0044] 整数倍出力手段 0 5 0 6 は、判定手段での判定結果が整数倍以上存在する

との判定結果の場合に、前記バッファ手段にバッファされているデータのう

ち、最適データサイズ値の整数倍のサイズにて外部ス トレ一ジへ出力する。

例えば、バッファされているデータ総量がサイズ 2 0 である場合には、最適

データサイズ値の 1倍のサイズであるサイズ 1 5 にて外部ス トレ一ジへ出力

する。

[0045] なお、上記の整数倍を、 2 倍、 5 倍などとしてもよい。データの書き込み

は、最適データサイズ値の 1倍に限らず、 2 倍や 5 倍などといった整数倍の

サィズで書き込む場合であっても、まちまちのデータサイズにて書き込みを

行うことよりも、その書き込み速度は速い。また、判定手段における整数と

、整数倍出力手段における整数とは、必ず しも同一である場合に限定されな

い。

[0046] 図 6 は、従来技術における外部ス トレ一ジへのデータ出力の動作を表す概

念図である。外部ス トレ一ジへの出力は、 5 0 0 m s 毎に定期的に処理を行

つていた。 したがって、 1次バッファに格納されるサイズ 1 0 の受信データ

は、サイズ 1 0 のまま外部ス トレ一ジに出力される （0 6 0 1 ) 。同様に、



受信 したデータサイズが、サイズ 1 3 0 6 0 2 やサイズ 9 0 6 0 3 とい

つた場合にもそのままのサイズで出力される。 したがって、 まちまちなサイ

ズにてデータが出力されるため、書 き込み処理の効率はよ くなかった。

[0047] 図 7 は、本実施形態におけるデータの出力の動作を表す概念図である。最

適データサイズ値がサイズ 1 5 である場合に、 まず、サイズ 1 0 のデータを

受信 したとする （0 7 0 1 ) 。 このとき、ノく' ッファされるデータ総量はサイ

ズ 1 0 であ り、最適データサイズ値の 1 倍に満たないのでデータの出力は行

われない。

[0048] 続 いて、サイズ 1 3 のデータが格納 されるとバ ッファされるデータ総量は

サイズ 2 3 とな り、最適データサイズ値の 1 倍を超える。そこで、そのうち

のサイズ 1 5 のデータが出力される （0 7 0 2 ) 。 さらに、サイズ 9 のデ一

夕が格納 されるとバ ッファされるデータ総量はサイズ 1 7 とな り、そのうち

のサイズ 1 5 のデータが出力される （0 7 0 3 ) 。

< 実施形態 2 ハ ー ドウエア構成>

[0049] 本実施形態の電子装置は、実施形態 1 で説明 したハ 一 ドウエア構成 に準 じ

て実現することができる。 よって、 ここでの説明は省略する。

< 実施形態 2 処理の流れ>

[0050] 図 8 は、本実施形態の電子装置における処理の流れの一例 を示すフローチ

ャ一 卜である。 まず、ステ ップS 0 8 0 1 と して外部ス トレ一ジに対 して書

き込みスループッ ト試験 を実行する。そ して、ステ ップS 0 8 0 2 と して実

行 した試験か ら最適データサイズ値 を取得する。そ して、ステ ップS O 8 0

3 と して送信すべ きデータをバ ッファする。そ して、ステ ップS O 8 0 4 と

してバ ッファされているデータ総量が最適デ一タサイズ値の整数倍以上存在

するかの判定を行 う。そ して、ステ ップS 0 8 0 5 と して、ステ ップS O 8

0 4 での判定結果が整数倍以上存在するとの結果である場合には、最適デー

タサイズ値の整数倍のサイズにて外部ス 卜レ一ジへデータ出力を行 う。

< 実施形態 2 効果>

[0051 ] 本実施形態の電子装置により、常に最適データサイズ値で外部ス トレ一ジ



への書 き込みを行 うことがで き、最 も効率 よ く書 き込みを行 うことがで きる

< 実施形態 3 >

< 実施形態 3 概要>

[0052] 本実施形態は、最適データサイズ値 と外部 ス 卜レージとを関連付 けて保持

してお くことによ り、複数の外部 ス トレ一ジが接続 される場合 においても、

それぞれの外部 ス 卜レ一ジにおける最適データサイズ値 にてデータ出力を行

うことがで きる。

< 実施形態 3 構成 >

[0053] 本実施形態 に係 る電子装置の機能的プロックの一例 を図 9 に示す。電子装

置 0 9 0 0 は、実施形態 1又は 2 を基本 と し、 とくに保持部 0 9 0 2 がス ト

レ一ジ別最適データサイズ値保持手段 0 9 0 4 を有 し、 出力部 0 9 0 3 が、

ス 卜レ一ジ識別子取得手段 0 9 0 5 と、 ス トレ一ジ別最適データサイズ値取

得手段 0 9 0 6 とを有するものである。試験部 0 9 0 については、実施形

態 1又は 2 におけるもの と同様であるため、 ここでの説明は省略する。

[0054] ス 卜レ一ジ別最適データサイズ値保持手段 0 9 0 4 は、最適データサイズ

値 と、 その最適データサイズ値が得 られた外部 ス トレ一ジを識別するための

ス トレ一ジ識別子 と、 を関連付 けて保持する機能 を有する。例 えば、図 1 0

に示すようにス トレ一ジ識別子 0 0 1 と最適データサイズ値サイズ 1 5 とを

関連付 けて、同様 に 0 0 2 とサイズ 9 、 0 0 3 とサイズ 1 3 とを関連付 けて

テ一プル と して保持する。保持するス 卜レ一ジ識別子には、 その外部 ス 卜レ

- ジの形式や型番な どを識別する情報な どをも含 ませておいてもよい。

[0055] 出力部 におけるス 卜レ一ジ識別子取得手段 0 9 0 5 は、データを出力可能

な外部 ス 卜レ一ジのス 卜レ一ジ識別子を取得する機能 を有する。 そ して、 ス

卜レ一ジ別最適データサイズ値取得手段 0 9 0 6 は、 ス トレ一ジ識別子取得

手段で取得 したス トレ一ジ識別子 と関連付 け られている最適デ一タサイズ値

を取得する機能 を有する。

[0056] 接続 されている外部 ス 卜レ一ジのス 卜レ一ジ識別子が、 ス 卜レ一ジ別最適



データサイズ値保持手段に保持されている場合には、スル一プッ卜試験を行

うことなく、取得 したその外部ス 卜レ一ジの最適データサイズ値にてデータ

の出力を行うことができる。また、これまでに接続されたことのない外部ス

トレ一ジを接続する場合などのように、ス トレ一ジ識別子がス トレ一ジ別最

適データサイズ値保持手段に保持されていない場合には、スル—プッ卜試験

を行い、得られた最適データサイズ値と関連付けてス トレージ別最適データ

サイズ値保持手段に保持するようにしてもよい。

[0057] また、接続されている外部ス トレ一ジが既にスループット試験を行った外

部ス トレ一ジと同形式や同型番のものである場合には、保持されている最適

データサイズ値を中心としてデータサイズの大きさを上下に振りながらスル

—プット試験を行うようにして効率よく最適データサイズ値が得られるよう

にしてもよい。あるいは、同形式などの場合にはスループット試験を行わな

いように構成 してもよい。

< 実施形態 3 ハー ドウエア構成>

[0058] 本実施形態の電子装置は、実施形態 1又は 2 で説明したハ一 ドウエア構成

に準 じて実現することができる。よって、ここでの説明は省略する。

< 実施形態 3 処理の流れ>

[0059] 本実施形態の電子装置における処理の流れは、実施形態 1又は 2 における

処理の流れに準 じたものとなる。よって、ここでの説明は省略する。

< 実施形態 3 効果>

[0060] 本実施形態の電子装置により、接続される外部ス トレ一ジにおける最適デ

—タサイズ値にてデータの出力が可能になるとともに、既に試験を行った外

部ス 卜レ一ジについては、保持されている最適データサイズ値を利用するこ

とができ、重ねて試験を行わずに済む。

< 実施形態 4 >

< 実施形態 4 概要>

[0061 ] 本実施形態の電子装置は、試験により得られた最速スル一プット値と、す

でに保持されているその外部ス トレ一ジにおける最適スループッ卜値とを比



較することで、最適デ一タサイズ値の再設定などを行うことができるもので

ある。

< 実施形態 4 構成>

[0062] 本実施形態に係る電子装置の機能的プロックの一例を図 1 1 に示す。電子

装置 1 1 0 0 は、実施形態 3 を基本とし、とくに試験部 1 1 0 1 が比較手段

1 1 0 8 を有 し、保持部 1 1 0 2 がス トレ一ジ別最速スル一プッ卜値保持手

段 1 1 0 7 を有するものである。保持部におけるス トレ一ジ別最適データサ

ィズ値保持手段 1 1 0 4 や出力部 1 1 0 3 については、実施形態 3 における

ものと同様であるため、ここでの説明は省略する。

[0063] ス 卜レ一ジ別最速スル一プッ卜値保持手段 1 1 0 7 は、試験部で得 られた

最速スループッ卜値を、その値が得 られた外部ス 卜レ一ジのス 卜レ一ジ識別

子と関連付けて保持する機能を有する。実施形態 3 におけるス トレ一ジ別最

適データサイズ値保持手段と同様に、外部ス トレ一ジ毎の最速スル一プッ卜

値を保持 しておく。

[0064] 比較手段 1 1 0 8 は、試験により得 られた最速スル一プット値と、前記ス

卜レ一ジ別スル一プッ卜値保持手段に保持されるその外部ス 卜レ一ジの最速

スループッ卜の値と、を比較する機能を有する。

[0065] 最適データサイズ値は、処理の単位となる所定のプロックサイズなどによ

り決まるものであり、外部ス トレ一ジにおける固有の値となる。 したがって

、その値が変化することは少ないが、例えば、不良プロックや不良セクタな

どの部分的な故障発生により変化する場合がある。また、外部ス トレージの

空き領域の残存の程度により変化する場合もある。そこで、比較手段により

、試験により得 られた最速スループッ卜値と保持されている最速スループッ

卜値とを比較する。両者の値が異なる場合には、再度スル一プット試験を行

うことで最適データサイズ値を再設定することができる。また、両者の値が

大きく異なる場合には故障等が生 じているおそれもあるので、警告を発する

ようにしてもよい。比較手段による比較は、外部ス トレ一ジが接続される毎

に行ってもよいし、所定の時間間隔やユーザの指示にて行ってもよい。



< 実施形態 4 ハ ー ドウエア構成>

[0066] 本実施形態の電子装置は、実施形態 3 で説明 したハ 一 ドウエア構成に準 じ

て実現することができる。よって、ここでの説明は省略する。

< 実施形態 4 処理の流れ>

[0067] 本実施形態の電子装置における処理の流れは、実施形態 3 における処理の

流れに準 じたものとなる。よって、ここでの説明は省略する。

< 実施形態 4 効果>

[0068] 本実施形態の電子装置により、保持されている最適データサイズ値に変化

が生 じた場合でも、改めてその時点における最適デ一タサイズ値を再設定す

ることなどが可能となり、常に効率の高いデータ書き込みを行い得る。

符号の説明
[0069] 0 0 0 電子装置

0 0 試験部

0 0 保持部

0 0 3 出力部

0 0 外部ス 卜レ一ジ



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 外部 ス 卜レ一ジに対 して書 き込みを行 う電子装置であ って、

接続 されている外部 ス 卜レ一ジに対 して大 きさを変化 させなが らテ

ス トデータを送信 し、書 き込みスル 一 プッ 卜試験 を行 う試験部 と、

試験部で得 られた最速スル一プッ ト値 に応 じた最適データサイズ値

を保持する保持部 と、

保持 された最適デ一タサイズ値単位で外部 ス トレージにデータ出力

を行 う出力部 と、

を有する電子装置。

[ 請求項 2 ] 前記出力部 は、

外部 ス 卜レ一ジに対 して送信すべ きデータをバ ッファするバ ッフ

ァ手段 と、

前記 / ッファ手段 にてバ ッファされているデータ総量が、最適デ

一夕サイズ値の整数倍以上存在するかを判定する判定手段 と、

前記判定手段での判定結果が整数倍以上存在するとの判定結果の

場合 に、前記バ ッファ手段 にバ ッファされているデータの うち、最適

データサイズ値の整数倍のサイズにて外部 ス 卜レ一ジへ出力する整数

倍出力手段 と、

を有する請求項 1 に記載の電子装置。

[ 請求項 3 ] 前記保持部 は、

最適データサイズ値 と、 その最適データサイズ値が得 られた外部

ス 卜レ一ジを識別

するためのス 卜レ一ジ識別子 と、 を関連付 けて保持するス 卜レ一ジ別

最適データサイズ値保持手段 を有 し、

前記出力部 は、

データを出力可能な外部 ス トレ一ジのス トレ一ジ識別子を取得す

るス トレ一ジ識別

子取得手段 と、



ス 卜レ一ジ識別子取得手段で取得 したス 卜レ一ジ識別子 と関連付

け られている最適

データサイズ値 を取得するス トレージ別最適データサイズ値取得

手段 と、

を有する請求項 1 又 は 2 に記載の電子装置。

[ 請求項4] 前記保持部 は、

試験部で得 られた最速 スル 一 プッ 卜値 を、 その値が得 られた外部

ス 卜レ一ジのス 卜レ一ジ識別子 と関連付 けて保持するス 卜レ一ジ別ス

ループッ 卜値保持手段 を有 し、

前記試験部 は、試験 によ り得 られた最速スル一プッ ト値 と、前記ス

卜レ一ジ別スル一プッ 卜値保持手段 に保持 されるその外部 ス 卜レ一ジ

の最速 スル ー プッ 卜の値 と、 を比較する比較手段 を、有する請求項 3

に記載の電子装置。

[ 請求項 5] 請求項 1 か ら4 のいずれか一に記載の電子装置 を含むテ レビジ ョン

受信装置。

[ 請求項 6] 外部 ス トレージに対 して書 き込みを行 う電子装置の動作方法であ つ

て、

接続 されている外部 ス 卜レ一ジに対 して大 きさを変化 させなが らテ

ス トデータを送信 し、書 き込みスル一プッ 卜試験 を行 う試験 ステ ップ

と、

試験 ステ ップで得 られた最速スループッ ト値 に応 じた最適データサ

ィズ値 を取得する取得 ステ ツプと、

取得 ステ ップにて取得 された最適データサイズ値単位で外部 ス 卜レ

—ジにデータ出力を行 う出力ステ ップと、

を含む電子装置の動作方法。

[ 請求項7] 外部 ス 卜レージに対 して書 き込みを行 う電子装置 を動作 させるプロ

グラムであ って、

接続 されている外部 ス 卜レ一ジに対 して大 きさを変化 させなが らテ



ス トデータを送信 し、書 き込みスル一プッ 卜試験 を行 う試験 ステ ップ

と、

試験 ステ ップで得 られた最速スループッ ト値 に応 じた最適データサ

ィズ値 を取得する取得 ステ ツプと、

取得 ステ ップにて取得 された最適データサイズ値単位で外部 ス 卜レ

—ジにデータ出力を行 う出力ステ ップと、

を計算機 に実行 させるプログラム。

[ 請求項 8 ] 請求項 7 に記載のプログラムを記憶 した記録媒体。
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国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 7 1 2 7 4

請求項 2 には、 「前記バ ッファ手段 にてバ ッファされてい るデータ総量が、最適データサイ
ズ値 の整数倍以上存在す るかを判定す る判定手段 と、前記判定手段での判定結果が整数倍以上
存在す るとの判定結果 の場合 に、前記バ ッファ手段 にバ ッファされてい るデータの うち、最適
データサイズ値 の整数倍 のサイズにて外部 ス トレー ジへ出力す る整数倍 出力手段」と記載 され
てい るが、下線 を付 した 2 箇所 の 「最適データサイズ値 の整数倍 （のデータサイズ）」力八 ど
のよ うな関係 であるのかが、請求項 2 の記載では不明である。

明細書の第 4 5 段落には、 「判定手段 における整数 と、整数倍 出力手段 における整数 とは、
必ず しも同一である場合 に限定 されない。」 と記載 されてい るが、同一に限定 しないだけで、
第 4 3 — 4 5 段落 に記載 されてい るよ うな処理 が可能であることが分かるよ うに記載 された
い。 （例 えば、「整数倍 出力手段」を先 に定義す ることで、請求項 2 に係 る発 明が、よ り明確 に
なるもの と思われ る。）
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